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議事（１）会長・副会長の選出について

委員の任期が令和２年３月 31 日をもって満了したことに伴い、倉吉市地域公

共交通会議設置要綱第５条第１項の規定により、会長及び副会長について、事務

局から下記のとおり提案します。

（事務局案）

役職 所属・役職 氏名

会長 鳥取短期大学教授 羽根田 真弓

副会長 倉吉市総務部長 田中 規靖
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資料２議事（２）公共交通空白地有償運送事業に係る更新申請について

倉吉市高城地区において公共交通空白地有償運送事業を実施する「特定非営利活

動法人たかしろ」の自家用有償旅客運送者登録の有効期間が、令和２年７月31日

までとなっていることから、更新についての審議をお願いします。 

なお、運送区域、旅客から収受する対価については変更ありません。
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高城地区における公共交通空白地有償運送について（概要）

１ 背 景

高城地区では、平成１３年のバス需給規制の廃止に伴い、地区と市街地とを結ぶ代替バス路線が減便

されるのではないか、との危機感からバス対策委員会を設置し、バスの利用促進を図り路線維持を図る

取り組みを進めてきた。

この中で、地理的にバスを利用したくても利用することができない集落の対策が問題となった。高城

地区は、地形的に集落の多くが谷筋に沿って点在しており、路線バスの走らない枝谷地区が９集落存在

している。これら集落の高齢者等は、通勤や買い物などにバスを利用するためには、最寄のバス停まで

２～３ｋｍも歩かなければならず、日常生活に極めて不便を強いられていた。

そこで、これらの集落の高齢者、障害者等の自宅とバス停の移動を容易にし、家庭に閉じこもりがち

になりやすい高齢者、障害者等の主体的で生き生きとした生活を支援するため、本事業に取り組むこと

とした。

２ 運送に係るこれまでの経過

○平成１６年８月１日 自家用自動車による有償運送が許可、有償運送開始

○平成１８年７月２０日 運送継続のための更新登録申請(７月２８日許可)

○平成１８年１０月１日 道路運送法改正（運転者要件の変更による国土交通大臣認定講習受講の義務化）

○平成２０年７月１０日 運送継続のための更新登録申請(７月１５日許可)

○平成２３年７月２２日 運送継続のための更新登録申請(７月２９日許可)

○平成２６年７月１６日 運送継続のための更新登録申請(７月３１日許可)

○平成２７年１０月１日 高城線減便により運行便数が５便から１便に減少

○平成２９年７月１０日 運送継続のための更新登録申請(７月２８日許可)
（運行継続申請のため、平成２９年７月１０日の地域公共交通会議で運行継続を合意）

３ 事業概要

（１）事業主体 特定非営利活動法人 たかしろ

（２）運送対象 あらかじめ登録した会員。会員は自宅から路線バスの停留所まで相当の距離があり、

公共交通機関の利用が困難な移動制約者

（３）運送区域 倉吉市高城地区内

（４）運 転 者 会員のボランティア運転手（Ｒ1.5 現在 14 名）

（５）使用車両 法人所有の車両（現在２台）

（６）損害賠償 対人賠償：無制限、対物賠償：500 万円、搭乗者賠償：無制限

（７）運送対価 １００円（２ｋｍ未満：８集落）、２００円（２ｋｍ以上：９集落）

（８）運送回数 月・水・金の昼間、路線バスの下り１便に対応し、降車した会員を自宅まで運送して

いる。（月曜日の朝のみ、希望に応じ自宅からバス停まで運送あり）

（９）実 績 等 平成２７年１０月１日からの減便（５便→１便）後も一定の利用者数を維持している

ものの、平成２９年度以降は減少幅がやや大きくなっている。

年間利用者数

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

541名 452名 311名 290名 225名 179名 130名

（概要図：高城線と公共交通空白地有償運送） 

高城地区 
倉吉駅 

西倉吉 

集落（自宅）

集落（自宅） 

集落（自宅） 

上福田（高城公民館前） 

上米積バス停

      高城線（日ノ丸） 

      公共交通空白地有償運送 
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様式第２－５号

令和２年 月 日

特定非営利活動法人たかしろ

理事長 尾崎 潤二 殿

運営協議会において協議が調ったことを証する書類（案）

申請のあった自家用有償旅客運送については、下記のとおり運営協議会を開催し、一般

旅客自動車運送事業者によることが困難であり、かつ、地域住民の生活に必要な旅客輸送

を確保するために必要であるとの合意に至ったので、その旨証明します。

記

１．自家用有償旅客運送の種別

公共交通空白地有償運送

２．運営協議会の名称及び対象市町村

（名 称）倉吉市地域公共交通会議

（対象市町村）倉吉市

３．運営協議会にて合意に至った年月日

令和２年 月 日

４．運送主体の名称、住所、代表者の氏名

名 称 特定非営利活動法人 たかしろ

住 所 倉吉市上福田４８０

代表者の氏名 理事長 尾崎 潤二

５．合意の内容

（１）運送の区域

倉吉市高城地域

（２）旅客から収受する対価（対価の内容を添付すること）

別紙のとおり

６． その他特記事項

令和２年 月 日 倉吉市地域公共交通会議

会長 印
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旅客から収受する対価を記載した書面 

 

団体の名称 特定非営利活動法人 たかしろ 

 

区間：自宅～最寄のバス停留所のみ 

 

料金：（1）昭和、勝負谷、今在家、旭原、河来見、上大立、立見、椋波、般若      ２００円（片道） 

    （2）桜、大立、福積、服部、上米積、岡、下福田、上福田      １００円（片道） 
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倉吉市地域公共交通会議委員名簿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和２年６月16日現在

氏　　　名 所　　　属 役職 組　織 備考

1 田中　規靖 倉吉市 総務部長　 市長又はその指名する者 新規委員

2 徳丸　孝信 日本交通株式会社倉吉営業所 相談役 一般乗合旅客自動車運送事業者

3 福永  慎一 日ノ丸自動車株式会社倉吉営業所 所長　 一般乗合旅客自動車運送事業者

4 橋本　孝之 一般社団法人　鳥取県バス協会 専務理事　
一般旅客自動車運送事業者の組織す
る団体

5 下吉　眞人 鳥取県ハイヤータクシー協会 中部支部長
一般旅客自動車運送事業者の組織す
る団体

6 可世木　武
私鉄中国地方労働組合
日ノ丸自動車支部倉吉分会

委員長　
一般旅客自動車運送事業者運転者が
組織する団体

7 羽根田　真弓 鳥取短期大学 教授 学識経験者

8 福田　健 倉吉市自治公民館連合会 副会長　 市民又は利用者の代表

9 柴田　耕志 倉吉商工会議所 事務局長 市民又は利用者の代表 新規委員

10 谷田　和久 倉吉市老人ｸﾗﾌﾞ連合会 副会長 市民又は利用者の代表 新規委員

11 田中　容子 高齢社会をよくする会くらよし 幹事 市民又は利用者の代表 新規委員

12 河野　和人 倉吉市身体障害者福祉協会 副会長 市民又は利用者の代表 新規委員

13 向井　結 倉吉市女性人材登録 登録者 市民又は利用者の代表 新規委員

14 山田　琢伸 中部地区高等学校PTA連合会 副会長 市民又は利用者の代表 新規委員

15 久保　博嗣 国土交通省中国運輸局鳥取運輸支局 首席運輸企画専門官 鳥取運輸支局 新規委員

16 波戸　秀浩
国土交通省中国地方整備局
倉吉河川国道事務所

調査設計課長　 道路管理者

17 石賀　祐二 鳥取県中部総合事務所県土整備局 計画調査課長　 道路管理者

18 安達　正輝 倉吉警察署 交通課長　 警察 新規委員

19 尾崎　潤二 特定非営利活動法人たかしろ 理事長　 交通空白地有償運送事業者

事務局

氏　　　名 所　　　属 役職

内川　啓二 倉吉市 企画課長

安道　幸仁 倉吉市 企画課企画員

田中　佑佳 倉吉市 企画課主事
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倉吉市地域公共交通会議設置要綱 

 

（設置） 

第１条 道路運送法（昭和26年法律第183号）の規定に基づき、一般乗合旅客自動車運送、市営有償運

送及び公共交通空白地有償運送に関し、地域の需要に応じた住民の生活に必要なバス等の旅客輸送

の確保その他旅客の利便の増進を図り、地域の実情に即した輸送サービスの実現に必要となる事項

を協議するため、倉吉市地域公共交通会議（以下「交通会議」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 交通会議は、次に掲げる事項を協議する。 

(１) 地域の実情に応じた適切な乗合旅客運送の態様及び運賃、料金等に関する事項 

(２) 市営有償運送の必要性及び旅客から収受する対価に関する事項 

(３)  公共交通空白地有償運送の必要性及び旅客から収受する対価に関する事項 

(４)  公共交通空白地有償運送の合意の解除に関すること。 

(５) 交通会議の運営方法その他交通会議が必要と認める事項 

（組織） 

第３条 交通会議は、20人以内の委員をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げるもののうちから市長が委嘱し、又は任命する。 

(１) 市長又はその指名する職員 

(２) 一般乗合旅客自動車運送事業者その他の一般旅客自動車運送事業者及びその組織する団体の

推薦する職員 

(３) 市民又は利用者の代表 

(４) 中国運輸局鳥取運輸支局長又はその指名する職員 

(５) 一般旅客自動車運送事業者の事業用自動車の運転者が組織する団体の推薦する者 

(６) 道路管理者 

(７) 鳥取県警察 

(８) 学識経験を有する者その他の交通会議の運営上必要と認められる者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠委員の任期は、その前任者の残任期間とする。 

２ 委員が委嘱され、又は任命された時の要件を欠くに至ったときは、当該委員は、解嘱され、又は

解任されるものとする。 

３ 委員は、再任されることができる。 

（会長及び副会長） 

第５条 交通会議に会長及び副会長各１人を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、会務を総理し、交通会議を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 交通会議の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、会長が議長となる。 

２ 会議は、過半数の委員が出席しなければこれを開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決定し、可否同数のときは、議長がこれを決するところによ

る。 
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４ 会議は、原則として公開とする。 

（書面決議） 

第７条 前条の規定にかかわらず、路線の廃止・撤退・新設及び住民生活への影響が大きい減便・経

路変更以外に関する議事のみに係る会議であって会長が招集する必要がないと認めるときは、委員

に書面による議事の決（以下「書面決議」という。）を求めることをもって会議に代えることがで

きる。 

２ 前項の規定により書面決議を求めたときは、会長はその後に招集される最初の会議において、こ

の結果を報告しなければならない。ただし、書面により事前に委員に結果を報告した場合は、この

限りではない。 

（協議結果の取扱い） 

第８条 交通会議を構成する団体等の関係者は、交通会議において協議が調った事項について、その

結果を尊重し､当該事項の誠実な実施に努めるものとする。 

（庶務） 

第９条 交通会議の庶務は、企画課において処理する。 

２ 企画課に市営有償運送及び公共交通空白地有償運送に係る相談、苦情等に関する窓口を置く。 

（委任） 

第10条 この要綱に定めるもののほか、交通会議の運営に関し必要な事項は、会長が交通会議に諮り

定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成20年6月10日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行後、最初の交通会議の招集は、倉吉市長が行う。 

３ この要綱の施行後、最初の委員の任期は、第３条第２項本文の規定にかかわらず、平成22年３月

25日までとする。 

附 則 

 この要綱は、平成23年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成24年10月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成 28年８月１日から施行する。 
附 則 

 この要綱は、平成 30年４月１日から施行する。 
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